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イタリア社会保障における
「給付の自動性」の原則





































































4) Canavesi, Guido, “Contribuzione prescritta e automaticità delle prestazioni
nell’ordinamento italiano e nella dimensione comunitaria”, in Rivista giuridica del
lavoro e della previdenza sociale, 1992, fasci. 3, pp. 471-472. なお，「代理委任立法」の
イタリア語は，“decreto legislativo luogotenenziale”である。
5) Regio decreto legge 17 agosto 1935, n. 1765.






















anni ’30”, in Rivista giuridica del lavoro e della previdenza sociale, 1981, III, p. 18による
と，労災保険を実施するための統一組織 INFAILを設立した1933年3月23日緊急法
律勅令264号において，すでに自動性の原則が実現していたという。
7) Ministro Guardasigilli, Relazione al libro del lavoro del Codice civile, 1a ed.
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sezione Commerciale, Aggiornamento 4, 2008, pp. 18-28など。
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19) Avio, Alberto, Della previdenza e dell’assistenza (Artt. 2114-2117), in Il Codice Civile
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1986, p. 565.
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22) Persiani, Mattia, Diritto della previdenza sociale, 19a. ed., CEDAM, 2012, p.49.










ずっと私法システムの水路上（alveo del sistema del diritto privato）を動い
てきたものであった。民法1886条にいうように，明確な法規定がない場合
には，私的保険に関する法規定が適用されるべきである。そして，「発生










24) Cinelli, Maurizio, “Solidarietà senza limiti? Ovvero: pagare i contributi di malattia
(con aggiunta), senza usufruire delle rilative prestazioni“, in Rivista del Diritto della
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度（prestazioni di vecchiaia, invalidità e superstiti. 以下，年金制度という）
が想定されていた37)。すでに述べたように，民法典立法当時には，年金制
34) Canavesi, 前掲注26), p. 336-337. Avio, 前掲注19), p. 184-185.
35) 小島・小谷他，前掲注14），137-139頁。
36) Ministro Guardasigilli, 前掲注7), p. 49.
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構造を形成するものであった。Maneschi, A., “Revisione e modifiche dell’ordinamen-
to pensionistico dell’Istituto nazionale della previdenza sociale”, in La rivista italiana di





多くの問題が生じた。Miscione, M., “L’automaticità delle prestazioni”, in Lavoro e
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57) Cinelli, Maurizio, Diritto della previdenza sociale, 11a ed., Giappichelli, 2013, p. 239.
Persiani, 前掲注22), p. 96.
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ンズテストの排除や給付の「権利性」などの観点から，社会保険における
対価性を積極的に評価する考えが有力になりつつあるようである58)。
そのような正反対の認識にもかかわらず，前項で見たように，現実の法
制度は日本・イタリアともきわめて似通っている。
この問題の全容解明までには，残念ながらなお道程がある。本稿におい
ては，その検討の糸口たるべき切り口について，さしあたり指摘するに止
めたい。
第一は，自動性の原則が，日本においても潜在的に存在しているのでは
ないかという可能性である。前述のとおり，日本の厚生年金保険法におい
て給付を定める基本要素は被保険者期間と標準報酬であるが，被保険者期
間は被保険者資格の得喪によって，また標準報酬も支払われた報酬によっ
て定まり，いずれも保険料納付の事実とは関連づけられていない。その結
果，未だ拠出債権が時効消滅していない期間については，保険料が実際に
納付されていなくても，その期間に係る給付が受けられると解することが
できる。これは，結論においても考え方においても，イタリアにおける
「部分的自動性の原則」と，結局において同一である。すなわち，日本に
おいては，意識こそされていないが，各法について条文を子細に検討すれ
ば，実は「自動性の原則」が潜在的に存在しているといえるのではないか，
その可能性は否定できないものと思われる。
管見の限りでは，イタリア以外には，明確な形で自動性の原則のような
ものが存在している国はないようであるが，それが何を意味するのかも，
今後の課題としたい。
第二は，理解や議論の前提・出発点が両国において異なることである。
イタリアにおいては，出発点は従属労働者を対象とする制度であった。
そこでは，民法2115条に基づいて，拠出義務は労働者負担分を含めて事業
58) 岩村正彦（2001）『社会保障法 I』弘文堂，44頁，菊池馨実（2014）『社会保障
法』有斐閣，26-27頁。
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主に課されていた。社会保障における拠出・給付間の双務性・対価性の問
題も，当初から，「事業主の拠出義務」と「労働者の受給権」の関係とし
て議論されてきた。
これに対して日本では，拠出は被保険者が行うものと当初から観念され
てきているように見える。確かに被用者保険では，法律上は事業主に保険
料納付義務が課されている（健康保険法161条2項，厚生年金保険法82条
2項など）。しかしこれは，事務上の便宜や保険料の納付を確実にするた
めと考えられている59)。また，事業主も保険料を負担するのは，社会保険
の存在が事業主にも利益をもたらすため，また労働者の負担能力の不足を
補うため，などと説明される60)。拠出は事業主の義務であるにもかかわら
ず，拠出・給付間の対価性の議論の前提は，「被保険者（労働者）の保険
料負担」と「被保険者の受給権」であることが，無意識に当然のこととし
て想定されているかのようである。
第三は，自動性の原則はあくまで法解釈の基準ないし「制度運営の基
準」にとどまるか，それとも「制度設計の基準」にもなり得るかという問
題である。
イタリアにおいては，ペルシアーニの議論やとくに破毀院2003年10232
号判決は，自動性の原則が単なる解釈の基準にとどまらず，社会保障制度
を構築するに当たっての「制度設計の基準」にもなり得ることを示唆する。
しかし他方で，1995年法律335号による年金制度の「ディーニ改革」は，
年金支給額の算定方式を，現役時代の報酬をもとにする「報酬額方式」か
ら，拠出額をもとにする「拠出額方式」に変更したものであり，制度設計
の観点からいえば拠出・給付間の関係を強化したといえるものであった。
破毀院判決に対するチネッリの反論は，自動性の原則は制度設計の基準と
はならない旨を主張しているとも解することができる。
59) 小島，前掲注53)，91頁，およびそこに引用されている各文献を参照されたい。
60) 堀勝洋（2004）『社会保障法総論〔第2版〕』東京大学出版会，58-59頁。
50 専修法学論集 第123号
これに対して日本では，仮に「潜在的な自動性の原則の存在」が認めら
れたとしても，それを「制度設計の基準」とすることには，大きな抵抗が
予想されると思われる。たとえば国民年金の第三号被保険者制度は，形の
上では拠出・給付間の関係を切断したものであったが，立法当初において
も「夫の厚生年金の保険料の中に妻の国民年金の保険料分も含まれてい
る」と説明され61)，後にその旨が法律にも明記された（厚生年金保険法78
条の13）。それにもかかわらず，なお批判の集中砲火を浴び続けているの
である。
自動性の原則の検討は，連帯原則などと相まって，社会保障の原理その
ものの検討をも突きつけているように思われる。
※本研究は，平成24年度専修大学長期在外研究員の成果である。
61) 吉原健二（1987）『新年金法─61年年金改革 解説と資料』全国社会保険協会連
合会，136頁。
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